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雇用給付金を取り扱う職業紹介事業者等の基準 

 

雇用給付金を取り扱う職業紹介事業者等は、(1)～(3)のいずれにも該当す

る者である必要がある。 

(1) 次のイ又はロのいずれかに該当する者であること。 

イ 職業安定法（昭和２２年法律第１４１号。）第２９条第１項の規

定により無料の職業紹介事業を行う地方公共団体（特定地方公共団

体）、第３２条の３第１項の有料職業紹介事業者及び法第３３条第１

項の厚生労働大臣の許可を受け又は法第３３条の２第１項、第３３条

の３第１項その他法令の規定により厚生労働大臣に届出を行い無料

の職業紹介事業を行う者 

ロ 船員職業安定法（昭和２３年法律第１３０号）第３４条第１項の

国土交通大臣の許可を受け又は同法第４０条第１項の規定により国

土交通大臣に届出を行い無料の船員職業紹介事業を行う者 

(2) 職業紹介事業における業務の範囲に制限があり、雇用給付金の対象と

なり得る求職者を取り扱えない職業紹介事業者等でないこと 

(3) 職業安定局長が定める項目への同意書を、都道府県労働局長あて提出

している者 


